


地方の官公需における適切な価格転嫁に向けた総務省の取組について

○ 総務省においては、これまで様々な機会を捉えて、自治体に対し、以下の取組を実施いただくよう依頼。
 ・ 最新の実勢価格を踏まえた適切な予定価格の設定 ・ 契約後の状況に応じた必要な契約変更の実施（スライド条項の設定を含む）
 ・ 契約事業者から契約金額の見直しについて請求があった場合の契約変更の可否についての迅速かつ適切な協議
 ・ 低入札価格調査制度や最低制限価格制度の適切な活用（工事以外の契約への拡大等）

○ 自治体施設の光熱費の高騰や、ごみ収集、学校給食等に係る委託料の増加への対応として、令和７年度地方財政計画に1,000億
円を計上（前年度比＋300億円）。

○ 「重点支援地方交付金」（R6補正予算）は、公共調達における労務費（実質的な賃上げにつながるもの）を含めた価格転嫁の円滑
化のための活用も可能。本交付金の活用も検討いただきながら、労務費等の適切な価格転嫁を図っていただきたいことを依頼。

適切な価格転嫁に向けたこれまでの取組

今後の具体的な取組
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・ 各都道府県の財政部局等に対し、重点支援地方交付金の活
用及び適切な価格転嫁の取組についてさらに助言を実施。

② 重点支援地方交付金の活用についての更なる周知・助言① 価格転嫁等に関する相談窓口の設置等

・ 下請かけこみ寺において官公需に関する相談を新たに受け付ける
とともに、全自治体に価格転嫁等に関する相談窓口を設置し、個別
の自治体に関する相談については当該自治体の相談窓口を紹介。

・ 自治体案件については総務省も共有し、自治体の対応を確認
するとともに、相談に対する対応の好事例を自治体にフィードバッ
ク。

・ 業界団体の要望に応じ、業所管省庁の協力を得て、業界団体と
自治体との意見交換の場を調整。

・ 自治体に対し、官公需法に基づき定められる「国等の契約の
基本方針」に沿った対応を講じるよう要請。

・ 価格交渉促進月間フォローアップ調査の結果のフィードバック及
び必要な改善措置の実施。

③ 官公需法に基づく基本方針の周知等






